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協議事項 
 

 

 

会長及び副会長の選挙について 
 

  





会長及び副会長の選挙について 
 

国民健康保険法施行令 抜粋 

 

（国民健康保険事業の運営に関する協議会の組織） 

第三条 法第十一条第一項に定める協議会（第五項において「都道府県協議

会」という。）は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表

する委員、公益を代表する委員及び被用者保険等保険者（高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号。以下「高齢者医療確保法」と

いう。）第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下この条に

おいて同じ。）を代表する委員をもつて組織する。 

２ 前項の委員のうち、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を

代表する委員及び公益を代表する委員の数は各同数とし、被用者保険等保険

者を代表する委員の数は、被保険者を代表する委員の数の二分の一以上当該

数以内の数とする。 

３ 法第十一条第二項に定める協議会（以下この条において「市町村協議会」

という。）は、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する

委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織する。 

４ 市町村協議会は、被保険者を代表する委員の数以内の数の被用者保険等

保険者を代表する委員を加えて組織することができる。 

５ 都道府県協議会及び市町村協議会（次条及び第五条第一項において「協

議会」という。）の委員の定数は、条例で定める。 

（委員の任期） 

第四条 協議会の委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第五条 協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委

員がこれを選挙する。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員が、その

職務を代行する。 
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諮問事項 
 

 

 

富津市国民健康保険税条例の一部を改正する条

例（案）について 
 

 

 

 





 

 

諮問事項 富津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例(案)について 

 

１ 課税限度額の改正 

 

(1) 課税限度額について 

厚生労働省は、保険料に上限額を設定している理由として、「受益との関連において、

被保険者の納付意欲に与える影響」を挙げている。受ける医療サービスに比べ保険税が

あまりにも高すぎると保険税を納める意欲が低下するとの考えに基づき、応能原則の適

用に一定の限度を設ける必要がある。このため、課税の最高限度額を地方税法等の規定

の範囲内において市町村の条例で規定している。 

この課税限度額を超える条例規定は、当然違法となるが、昨今の医療費が伸びている

中、最高限度額を抑えることは低中所得者層に負担を強いる結果となることから地方税

法の規定の趣旨を尊重し、最高限度額を法令に定める額のとおり規定することが望まし

いとされている。 

 

(2) 法令上の規定 

ア 地方税法 

（国民健康保険税） 

第 703 条の４ 

11 第５項の基礎課税額は、納税義務者間の負担の衡平を考慮して政令で定める金

額を超えることができない。 

19 第 14 項の後期高齢者支援金等課税額は、納税義務者間の負担の衡平を考慮し

て政令で定める金額を超えることができない。 

27 第 22 項の介護納付金課税額は、納税義務者間の負担の衡平を考慮して政令で

定める金額を超えることができない。 

 

イ 地方税法施行令 

（国民健康保険税の基礎課税額等の限度） 

第 56 条の 88 の２ 法第 703 条の４第 11 項に規定する政令で定める金額は、65 万円

とする。 

２ 法第 703 条の４第 19 項に規定する政令で定める金額は、24 万円とする。 

３ 法第 703 条の４第 27 項に規定する政令で定める金額は、17 万円とする。 

 

ウ 富津市国民健康保険税条例【現行】※下線が改正箇所 

（課税額） 

第２条 

２ 前項第１号の基礎課税額は、国保課税被保険者（前条第１項の世帯主及びその
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世帯に属する国民健康保険の被保険者並びに前条第２項の世帯主に係る世帯に

属する国民健康保険の被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した所得割額及

び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が 65 万円を超える場合

においては、基礎課税額は、65 万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、国保課税被保険者につき算定し

た所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が 22 万円

を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、22 万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者につき算定した

所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が 17 万円を

超える場合においては、介護納付金課税額は、17 万円とする。 

 

(3) 改正内容 

課税区分 
現行 

(令和５年度) 

改正案 

(令和６年度) 
差引 

基礎課税額          (医療分) ６５万円 ６５万円 ±０万円 

後期高齢者支援金等課税額 (後期分) ２２万円 ２４万円 ＋２万円 

介護納付金課税額 (介護分) １７万円 １７万円 ±０万円 

合   計 １０４万円 １０６万円 ＋２万円 

 

(4) 課税限度額に達する目安 

 年収 所得 

現行 1,101 万円 906 万円 

改正案 1,189 万円 988 万円 

※年収及び所得は、給与収入で単身世帯の場合。 

 

(5) 影響を受ける世帯数(令和５年度賦課ベース参考値) 

 
現行 改正案 

全世帯数 超過世帯 割合(％) 全世帯数 超過世帯 割合(％) 

医療分 7,126 53 0.74 7,126 53 0.74 

後期分 7,126 56 0.79 7,126 35 0.49 

介護分 3,048 50 1.64 3,048 50 1.64 

※厚生労働省は、賦課限度額超過世帯の割合を、被用者保険並みの１.５％に近づくよう

に段階的に引上げを図っている。被用者保険では、０.５％から１.５％の間になるよ

うに法定されている。 
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(6) 改正による影響額（調定額Ｒ５年度賦課ベース参考値） 単位：千円 

 現行 改正案 うち影響額 

医療分 632,167 632,167 ±0 

後期分 215,793 216,690 ＋890 

介護分 80,420 80,420 ±0 

合計 933,928 934,834 ＋890 

   ※影響額   1 千円～１９千円    ２１世帯    190 千円  

              ２０千円     ３５世帯     700 千円  

 

(7) 課税限度額の変遷                     単位：万円 

 S61 S62 S63 H01 H02 H03 H04 H05 H06 H07 H08 H09 H10 

医療分 37 39 40 42 42 44 46 50 50 52 52 52 52 

後期分 - - - - - - - - - - - - - 

介護分 - - - - - - - - - - - - - 

合計 37 39 40 42 42 44 46 50 50 52 52 52 52 

 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医療分 52 53 53 53 53 53 53 53 56 47 47 50 51 

後期分 - - - - - - - - - 12 12 13 14 

介護分 - 5 5 5 7 7 8 9 9 9 10 10 12 

合計 52 58 58 58 60 60 61 62 65 68 69 73 77 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 

医療分 51 51 51 52 54 54 58 61 63 63 65 65 65 

後期分 14 14 16 17 19 19 19 19 19 19 20 22 24 

介護分 12 12 14 16 16 16 16 16 17 17 17 17 17 

合計 77 77 81 85 89 89 93 96 99 99 102 104 106 
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２ 軽減判定所得基準の改正 

 

(1) 低所得者世帯に対する国保税の減額について 

低所得者階層に対する保険税の負担軽減を図るため、世帯主及びその世帯に属する被

保険者の所得の合算額が一定額以下の場合には、その世帯主に対して賦課する均等割額

を、政令で定める基準に従い、市町村の条例で定める額を減額後、賦課することとなっ

ている。 

令和６年度は、経済動向等を踏まえ、５割軽減及び２割軽減の対象となる世帯の軽減

判定所得の算定において、被保険者の数に乗ずべき金額を引上げる。 

 

(2) 法令上の規定 

ア 地方税法 

（国民健康保険税の減額） 

第 703 条の５ 市町村は、国民健康保険税の納税義務者並びにその世帯に属する被

保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した第 314 条の２第１項に規定する総

所得金額 （略）及び山林所得金額の合算額が、低所得者世帯の負担能力を考慮

して政令で定める金額を超えない場合には、政令で定める基準に従い当該市町村

の条例で定めるところにより、当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

又は世帯別平等割額を減額するものとする。 

  

イ 地方税法施行令 

（国民健康保険税の減額） 

第 56 条の 89 

２ 法第 703 条の５第１項に規定する政令で定める基準は、次のとおりとする。 

イ 法第 703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が 43

万円を超えない世帯 10 分の 7 

ロ 法第 703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が 43

万円に当該世帯に属する国民健康保険の被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数に 29 万円を乗じて得た金額を加算した金額を超えない世帯 10

分の 5 

ハ 法第 703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が 43

万円に当該世帯に属する国民健康保険の被保険者の数と特定同一世帯所属者

の数の合計数に 53 万５千円を乗じて得た金額を加算した金額を超えない世帯 

10 分の 2 

 

ウ 富津市国民健康保険税条例【現行】※下線が改正箇所 

（国民健康保険税の減額） 
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第 11 条 

(1) 法第 703 条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、

43 万円(略) を超えない世帯に係る納税義務者 

(2) 法第 703 条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、 

43 万円(略) に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき 29 万円を加算した

金額を超えない世帯に係る納税義務者 

(3) 法第 703 条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、

43 万円（略）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき 535,000 円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者 

 

 

(3) 改正内容 

区分 現行 改正案 

７割 

軽減 

世帯の所得の合計額 

43 万円＋10 万円×(給与所得者の数－１)

以下 

改正なし 

５割 

軽減 

世帯の所得の合計額 

43 万円＋(29 万円×加入者及び特定同一

世帯所属者人数)＋10 万円×(給与所得者

の数－１)以下 

世帯の所得の合計額 

43 万円＋(295,000 円×加入者及び特定同

一世帯所属者人数)＋10 万円×(給与所得

者の数－１)以下 

２割 

軽減 

世帯の所得の合計額 

43 万円＋(535,000 円×加入者及び特定同

一世帯所属者人数) ＋10万円×(給与所得

者の数－１)以下 

世帯の所得の合計額 

43 万円＋(545,000 円×加入者及び特定同

一世帯所属者人数) ＋10万円×(給与所得

者の数－１)以下 

 

(4) 改正による影響額（調定額Ｒ５年度賦課ベース参考値）  （単位：千円） 

項目 
軽減額 

影響額 
影響 を 受け る

世帯 現行 改正案 

７割軽減 114,501 114,501 ±0 0 世帯 

５割軽減 47,421 48,342 -921 19 世帯 

２割軽減 16,094 16,383 -289 11 世帯 

合  計 178,016 179,226 -1,210 30 世帯 

 

３ 施行日  

 公布の日から施行（改正後の規定は、令和６年度以後の年度分の国民健康保険税につ

いて適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。） 
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て

「
後

期
高

齢
者

支
援

金
等

」
と

い
う

。
）

及
び

介
護

保

険
法
（

平
成

９
年

法
律

第
1
2
3
号

）
の

規
定

に
よ

る
納

付
金
（

以
下

こ
の

条
に

お
い

て
「

介
護

納
付

金
」

と
い

う
。

）
の

納
付

に
要

す
る

費
用

に
充

て
る

部

分
を

除
く

。
）

に
充

て
る

た
め

の
国

民
健

康
保

険
税

の
課

税
額

を
い

う
。

以

下
同

じ
。

）
 

(
２

)
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

（
国

民
健

康
保

険
税

の
う

ち
、

国
民

健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
の

納
付

に
要

す
る

費
用

（
千

葉
県

の
国

民
健

康
保

険

に
関

す
る

特
別

会
計

に
お

い
て

負
担

す
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
の

納
付

に

要
す

る
費

用
に

充
て

る
部

分
に

限
る

。
）

に
充

て
る

た
め

の
国

民
健

康
保

険

税
の

課
税

額
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
 

(
２

)
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

（
国

民
健

康
保

険
税

の
う

ち
、

国
民

健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
の

納
付

に
要

す
る

費
用

（
千

葉
県

の
国

民
健

康
保

険

に
関

す
る

特
別

会
計

に
お

い
て

負
担

す
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
の

納
付

に

要
す

る
費

用
に

充
て

る
部

分
に

限
る

。
）

に
充

て
る

た
め

の
国

民
健

康
保

険

税
の

課
税

額
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
 

(
３

)
 

介
護

納
付

金
課

税
被

保
険

者
（

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
の

う
ち

、

介
護

保
険

法
第

９
条

第
２

号
に

規
定

す
る

第
２

号
被

保
険

者
で

あ
る

も
の

を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
に

つ
き

算
定

し
た

介
護

納
付

金
課

税
額

（
国

民
健

康

保
険

税
の

う
ち

、
国

民
健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
の

納
付

に
要

す
る

費
用
（

千

葉
県

の
国

民
健

康
保

険
に

関
す

る
特

別
会

計
に

お
い

て
負

担
す

る
介

護
納

付

金
の

納
付

に
要

す
る

費
用

に
充

て
る

部
分

に
限

る
。

）
に

充
て

る
た

め
の

国

民
健

康
保

険
税

の
課

税
額

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

 

(
３

)
 

介
護

納
付

金
課

税
被

保
険

者
（

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
の

う
ち

、

介
護

保
険

法
第

９
条

第
２

号
に

規
定

す
る

第
２

号
被

保
険

者
で

あ
る

も
の

を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
に

つ
き

算
定

し
た

介
護

納
付

金
課

税
額

（
国

民
健

康

保
険

税
の

う
ち

、
国

民
健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
の

納
付

に
要

す
る

費
用
（

千

葉
県

の
国

民
健

康
保

険
に

関
す

る
特

別
会

計
に

お
い

て
負

担
す

る
介

護
納

付

金
の

納
付

に
要

す
る

費
用

に
充

て
る

部
分

に
限

る
。

）
に

充
て

る
た

め
の

国

民
健

康
保

険
税

の
課

税
額

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）
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２
 

前
項

第
１

号
の

基
礎

課
税

額
は

、
国

保
課

税
被

保
険

者
（

前
条

第
１

項
の

世

帯
主

及
び

そ
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
並

び
に

前
条

第
２

項
の

世
帯

主
に

係
る

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
に

つ
き

算
定

し
た

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

の
合

算
額

と
す

る
。

た
だ

し
、

当
該

合
算

額
が

6
5
万

円
を

超
え

る
場

合
に

お
い

て
は

、
基

礎
課

税
額

は
、

6
5
万

円
と

す
る

。
 

２
 

前
項

第
１

号
の

基
礎

課
税

額
は

、
国

保
課

税
被

保
険

者
（

前
条

第
１

項
の

世

帯
主

及
び

そ
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
並

び
に

前
条

第
２

項
の

世
帯

主
に

係
る

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
に

つ
き

算
定

し
た

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

の
合

算
額

と
す

る
。

た
だ

し
、

当
該

合
算

額
が

6
5
万

円
を

超
え

る
場

合
に

お
い

て
は

、
基

礎
課

税
額

は
、

6
5
万

円
と

す
る

。
 

３
 

第
１

項
第

２
号

の
後

期
高

齢
者

支
援

金
等

課
税

額
は

、
国

保
課

税
被

保
険

者

に
つ

き
算

定
し

た
所

得
割

額
及

び
被

保
険

者
均

等
割

額
の

合
算

額
と

す
る

。
た

だ
し

、
当

該
合

算
額

が
2
2
万

円
を

超
え

る
場

合
に

お
い

て
は

、
後

期
高

齢
者

支

援
金

等
課

税
額

は
、

2
2
万

円
と

す
る

。
 

３
 

第
１

項
第

２
号

の
後

期
高

齢
者

支
援

金
等

課
税

額
は

、
国

保
課

税
被

保
険

者

に
つ

き
算

定
し

た
所

得
割

額
及

び
被

保
険

者
均

等
割

額
の

合
算

額
と

す
る

。
た

だ
し

、
当

該
合

算
額

が
2
4
万

円
を

超
え

る
場

合
に

お
い

て
は

、
後

期
高

齢
者

支

援
金

等
課

税
額

は
、

2
4
万

円
と

す
る

。
 

４
 

第
１

項
第

３
号

の
介

護
納

付
金

課
税

額
は

、
介

護
納

付
金

課
税

被
保

険
者

に

つ
き

算
定

し
た

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

の
合

算
額

と
す

る
。

た
だ

し
、

当
該

合
算

額
が

1
7
万

円
を

超
え

る
場

合
に

お
い

て
は

、
介

護
納

付
金

課
税

額
は

、
1
7
万

円
と

す
る

。
 

４
 

第
１

項
第

３
号

の
介

護
納

付
金

課
税

額
は

、
介

護
納

付
金

課
税

被
保

険
者

に

つ
き

算
定

し
た

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

の
合

算
額

と
す

る
。

た
だ

し
、

当
該

合
算

額
が

1
7
万

円
を

超
え

る
場

合
に

お
い

て
は

、
介

護
納

付
金

課
税

額
は

、
1
7
万

円
と

す
る

。
 

（
国

民
健

康
保

険
税

の
減

額
）

 
（

国
民

健
康

保
険

税
の

減
額

）
 

第
1
1
条

 
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
掲

げ
る

国
民

健
康

保
険

税
の

納
税

義
務

者
に

対
し

て
課

す
る

国
民

健
康

保
険

税
の

額
は

、
第

２
条

第
２

項
本

文
の

基
礎

課
税

額
か

ら
ア

に
掲

げ
る

額
を

減
額

し
て

得
た

額
（

当
該

減
額

し
て

得
た

額
が

6
5
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

6
5
万

円
）

、
同

条
第

３
項

本
文

の
後

期
高

齢
者

支
援

金
等

課
税

額
か

ら
イ

に
掲

げ
る

額
を

減
額

し
て

得
た

額
（

当
該

減
額

し
て

得
た

額
が

2
2
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

2
2
万

円
）

及
び

同
条

第
４

項
本

文
の

介
護

納
付

金
課

税
額

か
ら

ウ
に

掲
げ

る
額

を
減

額
し

て
得

た
額

（
当

該
減

額
し

て
得

た
額

が
1
7
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

1
7
万

円
）

の
合

算
額

と
す

る
。

 

第
1
1
条

 
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
掲

げ
る

国
民

健
康

保
険

税
の

納
税

義
務

者
に

対
し

て
課

す
る

国
民

健
康

保
険

税
の

額
は

、
第

２
条

第
２

項
本

文
の

基
礎

課
税

額
か

ら
ア

に
掲

げ
る

額
を

減
額

し
て

得
た

額
（

当
該

減
額

し
て

得
た

額
が

6
5
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

6
5
万

円
）

、
同

条
第

３
項

本
文

の
後

期
高

齢
者

支
援

金
等

課
税

額
か

ら
イ

に
掲

げ
る

額
を

減
額

し
て

得
た

額
（

当
該

減
額

し
て

得
た

額
が

2
4
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

2
4
万

円
）

及
び

同
条

第
４

項
本

文
の

介
護

納
付

金
課

税
額

か
ら

ウ
に

掲
げ

る
額

を
減

額
し

て
得

た
額

（
当

該
減

額
し

て
得

た
額

が
1
7
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

1
7
万

円
）

の
合

算
額

と
す

る
。

 

(
１

)
 

法
第

7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
及

び
山

林
所

得
金

額
の

合
算

額
が

、
4
3
万

円
（

納
税

義
務

者
並

び
に

そ
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
及

び
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

（
国

民
健

康
保

険
法

第

６
条

第
８

号
の

規
定

に
よ

り
被

保
険

者
の

資
格

を
喪

失
し

た
者

で
あ

っ
て

、

当
該

資
格

を
喪

失
し

た
日

の
前

日
以

後
継

続
し

て
同

一
の

世
帯

に
属

す
る

も

の
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
の

う
ち

給
与

所
得

を
有

す
る

者
（

前
年

中
に

法

第
7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
に

係
る

所
得

税
法
（

昭
和

4
0

年
法

律
第

3
3
号

）
第

2
8
条

第
１

項
に

規
定

す
る

給
与

所
得

に
つ

い
て

同
条

第

(
１

)
 

法
第

7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
及

び
山

林
所

得
金

額
の

合
算

額
が

、
4
3
万

円
（

納
税

義
務

者
並

び
に

そ
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
及

び
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

（
国

民
健

康
保

険
法

第

６
条

第
８

号
の

規
定

に
よ

り
被

保
険

者
の

資
格

を
喪

失
し

た
者

で
あ

っ
て

、

当
該

資
格

を
喪

失
し

た
日

の
前

日
以

後
継

続
し

て
同

一
の

世
帯

に
属

す
る

も

の
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
の

う
ち

給
与

所
得

を
有

す
る

者
（

前
年

中
に

法

第
7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
に

係
る

所
得

税
法
（

昭
和

4
0

年
法

律
第

3
3
号

）
第

2
8
条

第
１

項
に

規
定

す
る

給
与

所
得

に
つ

い
て

同
条

第

9



３
項

に
規

定
す

る
給

与
所

得
控

除
額

の
控

除
を

受
け

た
者

（
同

条
第

１
項

に

規
定

す
る

給
与

等
の

収
入

金
額

が
5
5
万

円
を

超
え

る
者

に
限

る
。
）
を

い
う

。

以
下

こ
の

号
に

お
い

て
同

じ
。

）
の

数
及

び
公

的
年

金
等

に
係

る
所

得
を

有

す
る

者
（

前
年

中
に

法
第

7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
に

係

る
所

得
税

法
第

3
5
条

第
３

項
に

規
定

す
る

公
的

年
金

等
に

係
る

所
得

に
つ

い

て
同

条
第

４
項

に
規

定
す

る
公

的
年

金
等

控
除

額
の

控
除

を
受

け
た

者
（

年

齢
6
5
歳

未
満

の
者

に
あ

っ
て

は
当

該
公

的
年

金
等

の
収

入
金

額
が

6
0
万

円
を

超
え

る
者

に
限

り
、

年
齢

6
5
歳

以
上

の
者

に
あ

っ
て

は
当

該
公

的
年

金
等

の

収
入

金
額

が
1
1
0
万

円
を

超
え

る
者

に
限

る
。
）
を

い
い

、
給

与
所

得
を

有
す

る
者

を
除

く
。

）
の

数
の

合
計

数
（

以
下

こ
の

条
に

お
い

て
「

給
与

所
得

者

等
の

数
」

と
い

う
。

）
が

２
以

上
の

場
合

に
あ

っ
て

は
、

4
3
万

円
に

当
該

給

与
所

得
者

等
の

数
か

ら
１

を
減

じ
た

数
に

1
0
万

円
を

乗
じ

て
得

た
金

額
を

加

算
し

た
金

額
）

を
超

え
な

い
世

帯
に

係
る

納
税

義
務

者
 

３
項

に
規

定
す

る
給

与
所

得
控

除
額

の
控

除
を

受
け

た
者

（
同

条
第

１
項

に

規
定

す
る

給
与

等
の

収
入

金
額

が
5
5
万

円
を

超
え

る
者

に
限

る
。
）
を

い
う

。

以
下

こ
の

号
に

お
い

て
同

じ
。

）
の

数
及

び
公

的
年

金
等

に
係

る
所

得
を

有

す
る

者
（

前
年

中
に

法
第

7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
に

係

る
所

得
税

法
第

3
5
条

第
３

項
に

規
定

す
る

公
的

年
金

等
に

係
る

所
得

に
つ

い

て
同

条
第

４
項

に
規

定
す

る
公

的
年

金
等

控
除

額
の

控
除

を
受

け
た

者
（

年

齢
6
5
歳

未
満

の
者

に
あ

っ
て

は
当

該
公

的
年

金
等

の
収

入
金

額
が

6
0
万

円
を

超
え

る
者

に
限

り
、

年
齢

6
5
歳

以
上

の
者

に
あ

っ
て

は
当

該
公

的
年

金
等

の

収
入

金
額

が
1
1
0
万

円
を

超
え

る
者

に
限

る
。
）
を

い
い

、
給

与
所

得
を

有
す

る
者

を
除

く
。

）
の

数
の

合
計

数
（

以
下

こ
の

条
に

お
い

て
「

給
与

所
得

者

等
の

数
」

と
い

う
。

）
が

２
以

上
の

場
合

に
あ

っ
て

は
、

4
3
万

円
に

当
該

給

与
所

得
者

等
の

数
か

ら
１

を
減

じ
た

数
に

1
0
万

円
を

乗
じ

て
得

た
金

額
を

加

算
し

た
金

額
）

を
超

え
な

い
世

帯
に

係
る

納
税

義
務

者
 

ア
 

基
礎

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
国

保
課

税
被

保
険

者
１

人

に
つ

い
て

2
7
,
3
0
0
円

 

ア
 

基
礎

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
国

保
課

税
被

保
険

者
１

人

に
つ

い
て

2
7
,
3
0
0
円

 

イ
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

国
保

課

税
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
9
,
1
0
0
円

 

イ
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

国
保

課

税
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
9
,
1
0
0
円

 

ウ
 

介
護

納
付

金
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

介
護

納
付

金
課

税

被
保

険
者

１
人

に
つ

い
て

9
,
8
0
0
円

 

ウ
 

介
護

納
付

金
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

介
護

納
付

金
課

税

被
保

険
者

１
人

に
つ

い
て

9
,
8
0
0
円

 

(
２

)
 

法
第

70
3
条

の
５
第
１

項
に

規
定

す
る
総

所
得
金
額

及
び

山
林

所
得
金

額

の
合

算
額
が

、
4
3
万

円
（
納
税

義
務

者
並

び
に
そ

の
世
帯
に

属
す

る
国

民
健
康

保
険

の
被

保
険

者
及

び
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

の
う

ち
給

与
所

得
者

等
の

数

が
２

以
上
の

場
合
に

あ
っ
て
は

、
4
3
万
円

に
当
該

給
与
所
得

者
等

の
数

か
ら
１

を
減

じ
た
数

に
1
0
万

円
を
乗

じ
て

得
た

金
額
を

加
算
し
た

金
額

）
に

被
保
険

者
及

び
特
定

同
一
世

帯
所
属
者

１
人

に
つ

き
2
9
万

円
  

を
加

算
し
た

金
額
を

超
え

な
い
世

帯
に
係

る
納
税
義

務
者

（
前

号
に
該

当
す
る
者

を
除

く
。）

 

(
２

)
 

法
第

70
3
条

の
５
第
１

項
に

規
定

す
る
総

所
得
金
額

及
び

山
林

所
得
金

額

の
合

算
額
が

、
4
3
万

円
（
納
税

義
務

者
並

び
に
そ

の
世
帯
に

属
す

る
国

民
健
康

保
険

の
被

保
険

者
及

び
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

の
う

ち
給

与
所

得
者

等
の

数

が
２

以
上
の

場
合
に

あ
っ
て
は

、
4
3
万
円

に
当
該

給
与
所
得

者
等

の
数

か
ら
１

を
減

じ
た
数

に
1
0
万

円
を
乗

じ
て

得
た

金
額
を

加
算
し
た

金
額

）
に

被
保
険

者
及

び
特
定

同
一
世

帯
所
属
者

１
人

に
つ

き
2
9
5
,
00
0
円
を

加
算

し
た

金
額
を

超
え

な
い
世

帯
に
係

る
納
税
義

務
者

（
前

号
に
該

当
す
る
者

を
除

く
。）

 

ア
 

基
礎

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
国

保
課

税
被

保
険

者
１

人

に
つ

い
て

1
9
,
5
0
0
円

 

ア
 

基
礎

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
国

保
課

税
被

保
険

者
１

人

に
つ

い
て

1
9
,
5
0
0
円

 

イ
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

国
保

課

税
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
6
,
5
0
0
円

 

イ
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

国
保

課

税
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
6
,
5
0
0
円

 

ウ
 

介
護

納
付

金
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

介
護

納
付

金
課

税
ウ

 
介

護
納

付
金

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
介

護
納

付
金

課
税

10



被
保

険
者

１
人

に
つ

い
て

7
,
0
0
0
円

 
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
7
,
0
0
0
円

 

(
３

)
 

法
第

7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
及

び
山

林
所

得
金

額
の

合
算

額
が

、
4
3
万

円
（

納
税

義
務

者
並

び
に

そ
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
及

び
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

の
う

ち
給

与
所

得
者

等

の
数

が
２

以
上

の
場

合
に

あ
っ

て
は

、
4
3
万

円
に

当
該

給
与

所
得

者
等

の
数

か
ら

１
を

減
じ

た
数

に
1
0
万

円
を

乗
じ

て
得

た
金

額
を

加
算

し
た

金
額

）
に

被
保

険
者

及
び

特
定

同
一

世
帯

所
属

者
１

人
に

つ
き

53
5
,
0
0
0
円

を
加

算
し

た
金

額
を

超
え

な
い

世
帯

に
係

る
納

税
義

務
者

（
前

２
号

に
該

当
す

る
者

を

除
く

。
）

 

(
３

)
 

法
第

7
0
3
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

総
所

得
金

額
及

び
山

林
所

得
金

額
の

合
算

額
が

、
4
3
万

円
（

納
税

義
務

者
並

び
に

そ
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
及

び
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

の
う

ち
給

与
所

得
者

等

の
数

が
２

以
上

の
場

合
に

あ
っ

て
は

、
4
3
万

円
に

当
該

給
与

所
得

者
等

の
数

か
ら

１
を

減
じ

た
数

に
1
0
万

円
を

乗
じ

て
得

た
金

額
を

加
算

し
た

金
額

）
に

被
保

険
者

及
び

特
定

同
一

世
帯

所
属

者
１

人
に

つ
き

54
5
,
0
0
0
円

を
加

算
し

た
金

額
を

超
え

な
い

世
帯

に
係

る
納

税
義

務
者

（
前

２
号

に
該

当
す

る
者

を

除
く

。
）

 

ア
 

基
礎

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
国

保
課

税
被

保
険

者
１

人

に
つ

い
て

7
,
8
0
0
円

 

ア
 

基
礎

課
税

額
に

係
る

被
保

険
者

均
等

割
額

 
国

保
課

税
被

保
険

者
１

人

に
つ

い
て

7
,
8
0
0
円

 

イ
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

国
保

課

税
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
2
,
6
0
0
円

 

イ
 

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

国
保

課

税
被

保
険

者
１

人
に

つ
い

て
2
,
6
0
0
円

 

ウ
 

介
護

納
付

金
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

介
護

納
付

金
課

税

被
保

険
者

１
人

に
つ

い
て

2
,
8
0
0
円

 

ウ
 

介
護

納
付

金
課

税
額

に
係

る
被

保
険

者
均

等
割

額
 

介
護

納
付

金
課

税

被
保

険
者

１
人

に
つ

い
て

2
,
8
0
0
円

 

２
 

国
民

健
康

保
険

税
の

納
税

義
務

者
の

属
す

る
世

帯
内

に
６

歳
に

達
す

る
日

以

後
の

最
初

の
３

月
3
1
日

以
前

で
あ

る
被

保
険

者
（

以
下
「

未
就

学
児

」
と

い
う

。
）

が
あ

る
場

合
に

お
け

る
当

該
納

税
義

務
者

に
対

し
て

課
す

る
被

保
険

者
均

等
割

額
（

当
該

納
税

義
務

者
の

世
帯

に
属

す
る

未
就

学
児

に
つ

き
算

定
し

た
被

保
険

者
均

等
割

額
（

前
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

す
る

も
の

と
し

た
場

合
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
減

額
後

の
被

保
険

者
均

等
割

額
）

に
限

る
。

）
は

、
当

該
被

保
険

者
均

等
割

額
か

ら
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

に
定

め
る

額
を

減
額

し
て

得
た

額
と

す
る

。
 

２
 

国
民

健
康

保
険

税
の

納
税

義
務

者
の

属
す

る
世

帯
内

に
６

歳
に

達
す

る
日

以

後
の

最
初

の
３

月
3
1
日

以
前

で
あ

る
被

保
険

者
（

以
下
「

未
就

学
児

」
と

い
う

。
）

が
あ

る
場

合
に

お
け

る
当

該
納

税
義

務
者

に
対

し
て

課
す

る
被

保
険

者
均

等
割

額
（

当
該

納
税

義
務

者
の

世
帯

に
属

す
る

未
就

学
児

に
つ

き
算

定
し

た
被

保
険

者
均

等
割

額
（

前
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

す
る

も
の

と
し

た
場

合
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
減

額
後

の
被

保
険

者
均

等
割

額
）

に
限

る
。

）
は

、
当

該
被

保
険

者
均

等
割

額
か

ら
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

に
定

め
る

額
を

減
額

し
て

得
た

額
と

す
る

。
 

(
１

)
 

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
に

係
る

基
礎

課
税

額
の

被
保

険
者

均
等

割

額
 

次
に

掲
げ

る
世

帯
の

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

未
就

学
児

１
人

に
つ

い

て
次

に
定

め
る

額
 

(
１

)
 

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
に

係
る

基
礎

課
税

額
の

被
保

険
者

均
等

割

額
 

次
に

掲
げ

る
世

帯
の

区
分

に
応

じ
、

そ
れ

ぞ
れ

未
就

学
児

１
人

に
つ

い

て
次

に
定

め
る

額
 

ア
 

前
項

第
１

号
ア

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

し
た

世
帯

 
5
,
8
5
0
円

 
ア

 
前

項
第

１
号

ア
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
し

た
世

帯
 

5
,
8
5
0
円

 

イ
 

前
項

第
２

号
ア

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

し
た

世
帯

 
9
,
7
5
0
円

 
イ

 
前

項
第

２
号

ア
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
し

た
世

帯
 

9
,
7
5
0
円

 

ウ
 

前
項

第
３

号
ア

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

し
た

世
帯

 
1
5
,
6
0
0
円

 
ウ

 
前

項
第

３
号

ア
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
し

た
世

帯
 

1
5
,
6
0
0
円

 

エ
 

ア
か

ら
ウ

ま
で

に
掲

げ
る

世
帯

以
外

の
世

帯
 

1
9
,
5
0
0
円

 
エ

 
ア

か
ら

ウ
ま

で
に

掲
げ

る
世

帯
以

外
の

世
帯

 
1
9
,
5
0
0
円

 

(
２

)
 

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
に

係
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

の
(
２

)
 

国
民

健
康

保
険

の
被

保
険

者
に

係
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税
額

の

11



被
保

険
者

均
等

割
額

 
次

に
掲

げ
る

世
帯

の
区

分
に

応
じ

、
そ

れ
ぞ

れ
未

就

学
児

１
人

に
つ

い
て

次
に

定
め

る
額

 

被
保

険
者

均
等

割
額

 
次

に
掲

げ
る

世
帯

の
区

分
に

応
じ

、
そ

れ
ぞ

れ
未

就

学
児

１
人

に
つ

い
て

次
に

定
め

る
額

 

ア
 

前
項

第
１

号
イ

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

し
た

世
帯

 
1
,
9
5
0
円

 
ア

 
前

項
第

１
号

イ
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
し

た
世

帯
 

1
,
9
5
0
円

 

イ
 

前
項

第
２

号
イ

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

し
た

世
帯

 
3
,
2
5
0
円

 
イ

 
前

項
第

２
号

イ
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
し

た
世

帯
 

3
,
2
5
0
円

 

ウ
 

前
項

第
３

号
イ

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

し
た

世
帯

 
5
,
2
0
0
円

 
ウ

 
前

項
第

３
号

イ
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
し

た
世

帯
 

5
,
2
0
0
円

 

エ
 

ア
か

ら
ウ

ま
で

に
掲

げ
る

世
帯

以
外

の
世

帯
 

6
,
5
0
0
円

 
エ

 
ア

か
ら

ウ
ま

で
に

掲
げ

る
世

帯
以

外
の

世
帯

 
6
,
5
0
0
円

 

３
 

国
民

健
康

保
険

税
の

納
税

義
務

者
の

世
帯

に
地

方
税

法
施

行
令

第
5
6
条

の
8
9

第
４

項
に

規
定

す
る

出
産

被
保

険
者

（
以

下
「

出
産

被
保

険
者

」
と

い
う

。
）

が
属

す
る

場
合

に
お

け
る

当
該

納
税

義
務

者
に

対
し

て
課

す
る

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

（
第

１
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

す
る

も
の

と
し

た
場

合
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
減

額
後

の
被

保
険

者
均

等
割

額
）

は
、

当
該

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

か
ら

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
区

分
に

応
じ

、
そ

れ
ぞ

れ
当

該
各

号
に

定
め

る
額

を
減

額
し

て
得

た
額

と
す

る
。

 

３
 

国
民

健
康

保
険

税
の

納
税

義
務

者
の

世
帯

に
地

方
税

法
施

行
令

第
5
6
条

の
8
9

第
４

項
に

規
定

す
る

出
産

被
保

険
者

（
以

下
「

出
産

被
保

険
者

」
と

い
う

。
）

が
属

す
る

場
合

に
お

け
る

当
該

納
税

義
務

者
に

対
し

て
課

す
る

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

（
第

１
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

す
る

も
の

と
し

た
場

合
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
減

額
後

の
被

保
険

者
均

等
割

額
）

は
、

当
該

所
得

割
額

及
び

被
保

険
者

均
等

割
額

か
ら

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
区

分
に

応
じ

、
そ

れ
ぞ

れ
当

該
各

号
に

定
め

る
額

を
減

額
し

て
得

た
額

と
す

る
。

 

(
１

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

基
礎

課
税

額
の

所
得

割
額

当
該

出
産

被
保

険
者

に
つ

き
第

３
条

の
規

定
に

よ
り

算
定

し
た

所
得

割
額

の

1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
出

産
の

予
定

日
（

地
方

税
法

施

行
規

則
第

2
4
条

の
3
0
の

５
に

定
め

る
場

合
に

は
、
出

産
の

日
。
以

下
同

じ
。
）

の
属

す
る

月
（

以
下

「
出

産
予

定
月

」
と

い
う

。
）

の
前

月
（

多
胎

妊
娠

の

場
合

に
は

、
３

月
前

）
か

ら
出

産
予

定
月

の
翌

々
月

ま
で

の
期

間
（

以
下
「

産

前
産

後
期

間
」

と
い

う
。

）
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得

た
額

 

(
１

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

基
礎

課
税

額
の

所
得

割
額

当
該

出
産

被
保

険
者

に
つ

き
第

３
条

の
規

定
に

よ
り

算
定

し
た

所
得

割
額

の

1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
出

産
の

予
定

日
（

地
方

税
法

施

行
規

則
第

2
4
条

の
3
0
の

５
に

定
め

る
場

合
に

は
、
出

産
の

日
。
以

下
同

じ
。
）

の
属

す
る

月
（

以
下

「
出

産
予

定
月

」
と

い
う

。
）

の
前

月
（

多
胎

妊
娠

の

場
合

に
は

、
３

月
前

）
か

ら
出

産
予

定
月

の
翌

々
月

ま
で

の
期

間
（

以
下
「

産

前
産

後
期

間
」

と
い

う
。

）
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得

た
額

 

(
２

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

基
礎

課
税

額
の

被
保

険
者

均

等
割

額
 

当
該

出
産

被
保

険
者

に
つ

き
第

５
条

の
規

定
に

よ
り

算
定

し
た

被

保
険

者
均

等
割

額
（

第
１

項
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
す

る
も

の
と

し
た

場

合
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
減

額
後

の
被

保
険

者
均

等
割

額
）

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月

数
を

乗
じ

て
得

た
額

 

(
２

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

基
礎

課
税

額
の

被
保

険
者

均

等
割

額
 

当
該

出
産

被
保

険
者

に
つ

き
第

５
条

の
規

定
に

よ
り

算
定

し
た

被

保
険

者
均

等
割

額
（

第
１

項
に

規
定

す
る

金
額

を
減

額
す

る
も

の
と

し
た

場

合
に

あ
っ

て
は

、
そ

の
減

額
後

の
被

保
険

者
均

等
割

額
）

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月

数
を

乗
じ

て
得

た
額

 

(
３

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税

額
の

所
得

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
５

条
の

３
の

規
定

に
よ

り

算
定

し
た

所
得

割
額

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
 

(
３

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税

額
の

所
得

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
５

条
の

３
の

規
定

に
よ

り

算
定

し
た

所
得

割
額

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
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(
４

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税

額
の

被
保

険
者

均
等

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
５

条
の

５
の

規

定
に

よ
り

算
定

し
た

被
保

険
者

均
等

割
額

（
第

１
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減

額
す

る
も

の
と

し
た

場
合

に
あ

っ
て

は
、

そ
の

減
額

後
の

被
保

険
者

均
等

割

額
）

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
 

(
４

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

後
期

高
齢

者
支

援
金

等
課

税

額
の

被
保

険
者

均
等

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
５

条
の

５
の

規

定
に

よ
り

算
定

し
た

被
保

険
者

均
等

割
額

（
第

１
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減

額
す

る
も

の
と

し
た

場
合

に
あ

っ
て

は
、

そ
の

減
額

後
の

被
保

険
者

均
等

割

額
）

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
 

(
５

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

介
護

納
付

金
課

税
額

の
所

得

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
６

条
の

規
定

に
よ

り
算

定
し

た
所

得

割
額

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
 

(
５

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

介
護

納
付

金
課

税
額

の
所

得

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
６

条
の

規
定

に
よ

り
算

定
し

た
所

得

割
額

の
1
2
分

の
１

の
額

に
、

当
該

出
産

被
保

険
者

の
産

前
産

後
期

間
の

う
ち

当
該

年
度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
 

(
６

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

介
護

納
付

金
課

税
額

の
被

保

険
者

均
等

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
７

条
の

２
の

規
定

に
よ

り

算
定

し
た

被
保

険
者

均
等

割
額

（
第

１
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

す
る

も

の
と

し
た

場
合

に
あ

っ
て

は
、

そ
の

減
額

後
の

被
保

険
者

均
等

割
額

）
の

1
2

分
の

１
の

額
に

、
当

該
出

産
被

保
険

者
の

産
前

産
後

期
間

の
う

ち
当

該
年

度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
 

(
６

)
 

国
民

健
康

保
険

の
出

産
被

保
険

者
に

係
る

介
護

納
付

金
課

税
額

の
被

保

険
者

均
等

割
額

 
当

該
出

産
被

保
険

者
に

つ
き

第
７

条
の

２
の

規
定

に
よ

り

算
定

し
た

被
保

険
者

均
等

割
額

（
第

１
項

に
規

定
す

る
金

額
を

減
額

す
る

も

の
と

し
た

場
合

に
あ

っ
て

は
、

そ
の

減
額

後
の

被
保

険
者

均
等

割
額

）
の

1
2

分
の

１
の

額
に

、
当

該
出

産
被

保
険

者
の

産
前

産
後

期
間

の
う

ち
当

該
年

度

に
属

す
る

月
数

を
乗

じ
て

得
た

額
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